




























　Ⅰ . バーナードの management 概念
　1.　事柄は 40 年前に書かれた道明義弘「Executive Process と Management Process：バー
ナードにもとづく一つの枠組の提示」（1972）に溯る。
　道明によれば、Executive と Management、どちらも管理と訳されているが意味内容は異
なる。Executive Process はバーナードの云う Executive Function の遂行過程、具体的には
有効性と能率とのバランスを確保していく過程である。Management Process はファヨール
以来の伝統的管理論の基本概念であり、さしあたり Plan-Do-See（以下 PDS と略記）の過程
として捉えられる。ただし「このような management process は、それ自体においては、過
程としては存在しない」（道明：102）のであり、経営体そのものの成立・存続の根拠をなす
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「executive function を遂行していくための手続を提示する過程」（仝 103）として意味づけ・
位置づけられる。
　executive function は「組織存続の必要十分条件（組織の 3 要素）を維持発展させる」こと
であり、そしてこの必要十分条件を「どのように達成していくか、が management process
の問題となる」（仝 107） ─端的に云えば、道明は management process を executive 
process の手段（的性格をもつ）としたのである。
　道明見解は（谷口 1992）さらに（藤井 1993）によって受容されたが、（庭本 2004 → 2006）
によって根底的批判を蒙った。─第 1 にバーナードが management process を PDS 過程と
して捉えていたとは思えない。第 2 に management process が executive process の手段ない
し道具だというのも疑わしい。「協働システムの適応 adjustment は種々のタイプの組織的活
動の均衡を保たしめる適応である。･････そのような適応過程がmanagement processであり、
そしてその専門器官が管理者 executives および管理組織 executive organizations である。」
（Barnard：35）というバーナードの言はその充分な反証といえる。そこでは management が
PDS のように手続的なものでなく、経営体存続の実質的根拠に関わるものとして捉えられ、
後段の記述は executive と management の同一性すら示唆している。* 注 1）さらに庭本は、
道明・藤井とは逆に、むしろ executive の方が management の手段的なもの、なぜなら「組
織の調整主体ないし管理主体は全体としての組織それ自体であり、まさに自己組織である」














































　1995 年、筆者は同じ文言を引用しつつ、バーナードが manage に代えて executive という
語を用いたことの含意を推測した。─「executive には、恰かも構成員全体が決定した意思
をより操作的な手段に具体化して執行する、という語感がまつわっており、バーナードが彼



























































　1.　ドイツ経営学は経営経済学 Betriebswirtschaftlehre と通称されている。1910 年代の成
立（国民経済学からの自立）期には私





























































































organization,Betriebsverband を corporate organization としている。つまりパーソンズはバー
ナードの新奇な組織概念を正しく理解し、ウェーバーの経営概念との同一性に気付いていた
のである。











































で経営または管理と訳されている）management、それも伝統的管理論に云う getting things 
done through others に比定した。それを‘共通の目的を達成するために複数の人間の諸行為
の間における技術的統一性を
・ ・ ・ ・ ・
確保すること’と言い換えることはできるが、それはあくまで
管
・ ・ ・ ・
理する人間の行為であって、管














































　1960 年代初頭、アメリカの非金融最大 200 社中 160 社が経営者支配企業となり、経営者革
命の完了が告知された。その直後、1960 年代後半に空前の M&A ブームが吹き荒れ、コング
ロマリット化した大企業で PPM に代表される経営戦略論が大いにもてはやされ実践される






























・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
場エグゼクティブの立場から
不満を叩きつけた」ことに見出した（北野 1996：126 ＜初出 1984 ＞）。同様に髙橋は、ホン
ダ米国派遣チームの現


















































とアウトプットに携わる境界単位 boundary spanning unit を置き、内部環境と外部環境と
の間のやりとりを操作・調整し、外部環境のもつ多様性、変動性をそのまま内部環境に持ち
こませないようにする。」その方法として a. 標準化、b. 緩衝化、c. 平準化がある。（図 2）（仝
247 ～ 9）











































・ ・ ・ ・
み出すのではない。トンプソンの組織が主体的に
外部の組織をと
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営団体）であってバーナードのそれではなかった。





















































・ ・ ・ ・
しても、しかし、人間の
諸実践が互いに連関しつつも、盲目的で無目的なまま流されていると考えることは、人間に











ニケーションすることは難しくなる」とも云う。（仝 77 ～ 8）─いつの間にか、協働体系










































　1）management process のための専門器官が executive および executive organization で
ある、つづめて云えば management ≒ executive だ、という、この言明は、つぎに引くより
重大な言明の含意［ 組織は自ら manage する。executive によって manage されるのではない、
つづめていえば management ＞ executive だ ］と端的に矛盾している。恐らくバーナードの
錯誤ないし不注意の産物と思われる。この言明は未だ公式組織の定義が与えられていない、
協働一般を議論している個所、主著第 3 章 3・4 節に在る。組織概念の変革（構造的→動態
的）と管理概念の変革（manage → executive）が連動しているとすれば、この個所では従来
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